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「高知城築城四百年祭」でにぎわう高知城公園

＊この広報紙は、県の総合・合同庁舎、市町村役場でも
　お渡ししています。

●
情
報
公
開
の
徹
底
に
よ
る
県
行
政
の
改
革
を
表
明

　

〜
開
会
日
〜

　

提
案
説
明
の
冒
頭
、
橋
本
知
事
は
、
特
定
の
協
業
組
合
に
対
す

る
融
資
問
題
で
融
資
先
の
理
事
長
な
ど
四
人
が
詐
欺
の
疑
い
で

逮
捕
さ
れ
、
ま
た
県
の
現
職
を
含
む
幹
部
職
員
が
背
任
の
疑
い
で

告
発
を
受
け
た
こ
と
を
重
く
受
け
止
め
、
こ
う
し
た
事
態
を
招
い

た
こ
と
に
対
し
て
謝
罪
す
る
と
と
も
に
、今
回
の
問
題
で
は
、県
議

会
や
県
民
に
説
明
が
な
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
こ
と
が
最
大
の
反
省

点
で
あ
る
と
し
て
、
情
報
公
開
の
徹
底
と
隠
し
事
の
な
い
県
行
政

に
向
け
て
前
進
し
て
い
き
た
い
と
述
べ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
予
算
編
成
に
関
し
て
、
事
業
が
時
代
の

ニ
ー
ズ
か
ら
か
い
離
す
る
こ
と
を
防
ぐ
た
め
、
開
始

か
ら
五
年
が
経
過
し
た
事
業
は
原
則
と
し
て
廃
止

す
る
、
タ
イ
ム
リ
ミ
ッ
ト
制
を
新
た
に
導
入
し
た
こ

と
な
ど
に
つ
い
て
述
べ
ま
し
た
。

　

続
い
て
、
各
分
野
ご
と
の
主
要
な
施
策
の
方
針
に

つ
い
て
説
明
し
、
最
後
に
今
定
例
会
に
提
出
す
る
七

十
議
案
に
つ
い
て
説
明
し
ま
し
た
。

●
平
成
十
一
年
度
の
一
般
会
計
歳
入
歳
出
決
算
を

　

不
認
定

　

二
月
二
十
六
日
の
本
会
議
に
お
い
て
西
森
決
算

特
別
委
員
長
か
ら
「
一
般
会
計
決
算
は
不
認
定
」

「
各
特
別
会
計
決
算
は
認
定
」
の
旨
の
報
告
が
な
さ

れ
、
採
決
の
結
果
、
委
員
長
報
告
の
と
お
り
議
決
さ

れ
ま
し
た
。 　
　
　
　
　
　
　
 
（
詳
細
は
八
面
に
）

●
知
事
の
政
治
姿
勢
や
教
育
問
題
に
つ
い
て
論
議

　

〜
本
会
議
質
問
〜

　

開
議
第
二
日
か
ら
六
日
ま
で
は
本
会
議
質
問
が

行
わ
れ
、
十
五
議
員
が
登
壇
。知
事
の
政
治
姿
勢
を

は
じ
め
、教
育
問
題
、福
祉
問
題
、財
政
問
題
、農
業

問
題
な
ど
に
つ
い
て
論
議
が
な
さ
れ
ま
し
た
。

 　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 
（
詳
細
は
三
〜
五
面
に
）

●
七
十
一
議
案
を
審
査　

〜
常
任
委
員
会
〜

　

七
十
一
議
案
が
所
管
の
常
任
委
員
会
に
付
託
さ
れ
、審
査
の
結

果
、す
べ
て
原
案
ど
お
り
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

●
八
十
三
議
案
を
可
決　

〜
閉
会
日
〜

　

本
会
議
で
の
採
決
の
結
果
、
請
願
、
意
見
書
議
案
を
含
む
八
十

三
議
案
が
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

  
正
副
議
長
の
選
挙
を
行
い
、議
長
に
東
川
正
弘
議
員
、副
議
長
に

森
雅
宣
議
員
を
そ
れ
ぞ
れ
選
出
し
、閉
会
し
ま
し
た
。

２２２２２２２２２２２月月月月月月月月月月月定定定定定定定定定定定例例例例例例例例例例例会会会会会会会会会会会トトトトトトトトトトトピピピピピピピピピピピッッッッッッッッッッックククククククククククススススススススススス
（会期　２月２６日～３月２３日【２６日間】）

（2 面） 県議会構成決まる
 議長、副議長あいさつ

（3 ～ 5 面） 2 月定例会（１）
 本会議の質問から
 審議の結果

（6 ～ 7 面） 2 月定例会（２）
 予算委員会の質問から

議員定数問題等調査特別
委員会を設置

（8 面） 平成１１年度高知県歳入歳
 出決算審査報告書（抜粋）

 常任委員会の動き

 おしらせ
６月定例会の開催日程（予定）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか

も　く　じ
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（平成１３年４月６日現在）�

企画建設委員会産業経済委員会文化厚生委員会総務委員会

山本　広明（自）雨森　広志（自）川田　雅敏（自）溝渕　健夫（自）委 員 長

中内　桂郎（清）朝比奈利広（清）森田　英二（自）武石　利彦（自）副委員長

西岡　仁司（自）
植田壮一郎（自）
元木　益樹（自）
結城　健輔（自）
佐竹　紀夫（清）
二神　正三（フ）
森田　益子（県）
田頭文吾郎（共）

三石　文隆（自）
谷相　勝二（自）
浜田　英宏（自）
依光　　夫（自）
黒岩　正好（清）
川添　義明（県）
公文　　豪（共）

森　　雅宣（自）
東川　正弘（自）
土森　正典（自）
西森　潮三（自）
岡崎　俊一（清）
田村　輝雄（県）
米田　　稔（共）
梶原　守光（共）

中西　　哲（自）
樋口　秀洋（自）
西岡寅八郎（自）
小松　　雅（自）
池脇　純一（清）
中沢　潤二（清）
江渕　征香（県）
牧　　義信（共）
塚地　佐智（共）

委　　員

企画振興部
土木部
企業局
選挙管理委員会
収用委員会

商工労働部
農林水産部
地方労働委員会
海区漁業調整委員会
内水面漁場管理委員会

健康福祉部
文化環境部
病院局

総務部
出納室
教育委員会
人事委員会
監査委員会
公安委員会
一般会計予算の歳入
他の常任委に属しないこと

所管 （担当）

　高知県議会では、本会議から付託された議案などを、分担して専門的・能率的に審査するため、条例により４つ
の常任委員会を設けています。

常任委員会

所属常任委員会氏　　名

文化厚生西森　潮三（自）委 員 長

企画建設佐竹　紀夫（清）副委員長

産業経済
産業経済
企画建設
文化厚生
総　　務
総　　務
文化厚生
産業経済
文化厚生

三石　文隆（自）
浜田　英宏（自）
植田壮一郎（自）
土森　正典（自）
小松　　雅（自）
池脇　純一（清）
田村　輝雄（県）
公文　　豪（共）
梶原　守光（共）

委　　員

　議会運営委員会は、本会議を円滑に能率良く運営するため
に設けられている委員会で、必要に応じて随時開催されます。

議会運営委員会

所属常任委員会氏　　名

産業経済依光　　夫（自）委 員 長

産業経済川添　義明（県）副委員長

総　　務
文化厚生
産業経済
総　　務
企画建設
文化厚生
産業経済
産業経済
企画建設
文化厚生
産業経済
文化厚生

中西　　哲（自）
川田　雅敏（自）
浜田　英宏（自）
樋口　秀洋（自）
植田壮一郎（自）
土森　正典（自）
黒岩　正好（清）
朝比奈利広（清）
二神　正三（フ）
田村　輝雄（県）
公文　　豪（共）
梶原　守光（共）

委　　員

特別委員会は、必要がある場合に議会の議決によって設置されます。

特定の協業組合に対する
融資問題等調査特別委員会

高知県・高知市病院組合
議　会　議　員

川田　雅敏（自）
元木　益樹（自）
土森　正典（自）
西森　潮三（自）
中内　桂郎（清）
池脇　純一（清）
川添　義明（県）
牧　　義信（共）

高知県競馬組合
議 会 議 員

樋口　秀洋（自）
依光　　夫（自）
西岡寅八郎（自）
小松　　雅（自）
朝比奈利広（清）
公文　　豪（共）

監査委員

依光　　夫（自）
池脇　純一（清）

　全議員で構成する会議を本会議といい、本会議で
は議案の採決などの最終的な意思決定がなされます。
　しかし、数多くの議案の審議を一度にすべて本会
議で行うことは、専門性や能率の面から無理があり
ます。
　そこで、委員会を設け、本会議に提案された議案
などを分担して審査を行い、結果を本会議で報告の
うえ採決を行っています。
　委員会には常任、特別、議会運営委員会があり、委
員会は、議会の閉会中でも必要に応じて会議を開き、
重要事項の審査や県の事業の調査を行っています。

第 ８５ 代副議長

森　雅宣
第 ８０ 代議長

東川　正弘

　

こ
の
た
び
、
私
ど
も
が
二
十
一
世
紀
最
初
の

議
長
並
び
に
副
議
長
に
選
任
さ
れ
、
そ
の
重
責

を
担
う
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。
誠
に
身
に
余
る

光
栄
で
あ
り
、
そ
の
使
命
と
職
責
の
重
さ
を
痛

感
し
て
お
り
ま
す
。

　

今
、
議
会
の
使
命
と
し
て
最
も
重
要
な
こ
と

は
、
監
視
機
能
の
強
化
と
政
策
提
言
能
力
の
発

揮
で
あ
ろ
う
と
思
い
ま
す
。

　

議
会
と
い
た
し
ま
し
て
は
、
多
様
化
す
る
県

政
課
題
に
対
応
す
る
た
め
執
行
部
か
ら
提
案
さ

れ
る
議
案
等
の
慎
重
審
議
は
も
と
よ
り
、
監
視

機
関
と
し
て
そ
の
実
行
の
厳
正
な
チ
ェ
ッ
ク
を

行
い
、
さ
ら
に
議
員
自
ら
も
県
勢
発
展
と
県
民

福
祉
の
向
上
に
必
要
不
可
欠
な
条
例
等
の
政
策

を
積
極
的
に
提
言
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ

る
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　

こ
う
し
た
意
味
か
ら
も
、
我
々
議
員
の
果
た

す
べ
き
役
割
と
責
任
は
ま
す
ま
す
重
要
に
な
っ

て
お
り
、
す
ば
ら
し
い
自
然
の
環
境
を
後
世
に

引
き
継
ぎ
、
安
心
し
て
夢
を
持
っ
て
暮
ら
せ
る

豊
か
な
県
土
づ
く
り
と
、
そ
れ
を
支
え
る
地
域

や
人
づ
く
り
に
ま
い
進
し
て
ま
い
る
決
意
で
す

の
で
、
県
民
の
皆
様
の
な
お
一
層
の
御
指
導
・

御
支
援
を
心
か
ら
お
願
い
申
し
上
げ
、
就
任
の

あ
い
さ
つ
と
い
た
し
ま
す
。

注…表の中で使用した会派の略称は下記のとおりです。

　自……自由民主党　　清……清流会・公明
　共……日本共産党　　県……県民クラブ
　フ……フレッシュ２１

所属常任委員会氏　　名

総　　務西岡寅八郎（自）委 員 長

総　　務中沢　潤二（清）副委員長

文化厚生
総　　務
産業経済
文化厚生
文化厚生
企画建設
総　　務
総　　務
企画建設

川田　雅敏（自）
樋口　秀洋（自）
依光　　夫（自）
土森　正典（自）
西森　潮三（自）
中内　桂郎（清）
江渕　征香（県）
牧　　義信（共）
田頭文吾郎（共）

委　　員

議員定数問題等
調査特別委員会
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程
等
も
考
慮
し
て
い
る
の
か
。

�
 
知
事　

私
は
、
県
民
に
支
え
ら

れ
き
ょ
う
ま
で
き
た
の
で
、
す
べ

て
の
面
で
県
民
の
考
え
方
や
受
け

と
め
方
を
第
一
に
置
い
て
き
た
し
、

今
後
も
変
わ
る
こ
と
は
な
い
。

　

ま
た
、
県
民
か
ら
託
さ
れ
た
未
来

へ
の
責
任
を
全
う
す
る
た
め
に
、

今
後
と
も
引
き
続
き
全
力
で
県
政

に
取
り
組
ん
で
い
き
た
い
と
考
え

て
い
る
。

�
 
県
に
お
け
る
公
金
の
取
扱
い
に

つ
い
て
、
郵
便
局
で
も
公
金
の
自

動
振
り
込
み
な
ど
が
で
き
な
い
か

と
考
え
る
が
、
そ
の
現
状
と
取
り

組
み
を
聞
く
。

�
 
出
納
長　

郵
便
局
で
公
金
の
自

動
振
り
込
み
を
行
う
に
は
、
収
納

代
理
郵
便
官
署
と
し
て
指
定
す
る

こ
と
が
必
要
で
あ
る
が
、
こ
の
た

め
に
は
郵
便
局
と
銀
行
と
の
手
数

料
の
格
差
の
解
消
、
指
定
金
融
機

関
と
の
調
整
等
の
問
題
が
あ
り
、

長
い
間
、
検
討
課
題
と
な
っ
て
い

る
。
一
方
、
公
金
収
納
面
で
の
全

国
的
な
動
き
は
、
住
民
が
い
つ
で

も
ど
こ
で
も
支
払
可
能
と
な
る
マ

ル
チ
ペ
イ
メ
ン
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ

ム
が
検
討
さ
れ
て
お
り
、
本
県
も

情
報
収
集
を
行
い
、
検
討
し
て
い

き
た
い
と
考
え
て
い
る
。

�
 
県
産
材
の
利
用
拡
大
の
た
め
に

は
、
県
民
へ
の
Ｐ
Ｒ
が
不
可
欠
だ

と
思
う
が
、
そ
の
方
策
に
つ
い
て

聞
く
。

�
 
森
林
局
長　

県
と
し
て
は
、
関

係
機
関
や
団
体
と
の
連
携
、
及
び

地
域
で
の
推
進
体
制
を
よ
り
強
化

す
る
と
と
も
に
、
そ
れ
を
十
分
生

か
し
な
が
ら
、
公
共
事
業
で
の
木

材
使
用
と
、
公
共
機
関
等
に
よ
る

木
材
の
率
先
利
用
を
積
極
的
に
推

進
し
て
い
く
。

答問答問答

�
 
水
源
税
の
構
想
は
全
国
的
な
視

野
で
取
り
組
む
課
題
で
あ
る
と
考

え
る
が
、
今
後
の
具
体
的
な
取
り

組
み
方
法
に
つ
い
て
聞
く
。

�
 
知
事　

水
源
税
は
、
全
国
的
な

規
模
で
考
え
る
大
き
な
課
題
で
あ

る
。
森
林
の
公
益
的
機
能
の
保
全

に
い
ち
早
く
対
応
す
る
こ
と
は
、

全
国
一
の
森
林
県
で
あ
る
本
県
に

と
っ
て
大
切
な
こ
と
で
あ
り
、
同

様
の
制
度
を
目
指
し
て
い
る
各
県

と
も
連
携
を
と
り
な
が
ら
取
り
組

み
を
進
め
て
い
く
。

�
 
宇
和
島
水
産
高
校
の
実
習
船
が

事
故
に
あ
っ
た
海
域
が
、
多
く
の

船
舶
の
実
習
海
域
に
あ
る
こ
と
か

ら
、
今
回
の
事
故
へ
の
援
護
対
策

と
再
発
防
止
対
策
の
呼
び
か
け
を

積
極
的
に
行
い
、
隣
県
の
支
援
に

努
め
る
べ
き
で
あ
る
と
考
え
る
が
、

所
見
を
聞
く
。

�
 
知
事　

政
府
や
関
係
機
関
に
対

し
て
は
、
実
習
船
の
運
営
協
議
会

な
ど
を
通
じ
、
人
命
と
船
舶
航
行

問答問答

三
月
五
日�

土森　正典
（自由民主党）

水
源
税
の
構
想
は
全
国
的

な
視
野
で

の
安
全
の
確
保
を
求
め
る
要
請
を

行
っ
て
い
る
。
ま
た
、
愛
媛
県
知

事
に
は
積
極
的
な
支
援
を
伝
え
て

お
り
、
今
後
も
高
知
海
洋
高
校
を

中
心
に
協
力
体
制
を
進
め
て
い
く
。

�
 
来
年
度
、
土
佐
の
教
育
改
革
の

検
証
と
総
括
を
行
う
中
で
、
心
の

教
育
を
大
き
な
柱
と
位
置
づ
け
、

積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と

が
更
な
る
質
の
向
上
に
つ
な
が
る

も
の
と
考
え
る
が
、
今
後
ど
の
よ

う
に
取
り
組
む
の
か
。

�
 
教
育
長　

学
校
で
は
道
徳
教
育

を
中
心
に
子
供
達
の
豊
か
な
心
を

は
ぐ
く
む
取
り
組
み
や
、
心
の
教

育
の
資
質
を
高
め
て
い
く
た
め
の

具
体
的
な
指
導
や
支
援
を
お
こ
な

う
。
ま
た
、
他
部
局
や
関
係
機
関

と
の
連
携
を
深
め
、
家
庭
教
育
や

地
域
に
お
け
る
取
り
組
み
を
進
め

て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考

え
て
い
る
。

�
 
県
警
と
し
て
、
困
り
事
相
談
で

受
け
た
医
療
問
題
に
つ
て
は
ど
う

対
応
す
る
の
か
。

�
 
警
察
本
部
長　

医
療
事
故
は
高

問答問答

度
な
専
門
分
野
に
か
か
わ
る
極
め

て
難
し
い
問
題
で
あ
り
、
そ
の
治

療
行
為
等
に
医
療
過
誤
の
容
疑
が

あ
る
と
判
断
し
た
場
合
に
は
、
業

務
上
過
失
致
死
傷
罪
等
で
所
要
の

捜
査
を
行
う
こ
と
に
な
る
。
ま
た
、

治
療
費
は
民
事
の
問
題
で
あ
る
が
、

手
続
等
の
相
談
が
あ
れ
ば
ア
ド
バ

イ
ス
を
行
っ
て
い
る
。

�
 
い
じ
め
や
暴
力
は
絶
対
に
許
さ

な
い
と
の
気
風
を
学
校
や
社
会
に

確
立
す
る
運
動
を
進
め
る
こ
と
が

大
事
な
課
題
で
あ
り
、
最
も
簡
単

で
困
難
な
問
題
だ
と
考
え
る
が
、

運
動
を
進
め
る
勇
気
が
あ
る
か
、

具
体
的
な
戦
略
を
聞
く
。

�
 
教
育
長　

学
校
の
指
導
方
針
に

い
じ
め
や
暴
力
は
絶
対
に
許
さ
な

い
こ
と
を
位
置
づ
け
、
子
供
達
み

ず
か
ら
が
主
体
的
に
取
り
組
む
動

き
を
育
て
、
学
校
が
そ
れ
を
積
極

的
に
情
報
発
信
し
、
保
護
者
や
地

域
が
そ
れ
を
支
え
て
い
く
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
づ
く
り
な
ど
の
取
り
組
み

を
通
じ
て
、
い
じ
め
や
暴
力
を
許

さ
な
い
機
運
を
学
校
や
社
会
に
高

め
て
い
き
た
い
。

�
 
県
は
、
不
妊
相
談
に
対
応
で
き

る
窓
口
を
開
設
し
、
不
妊
治
療
を

求
め
る
夫
婦
の
願
い
に
応
え
る
べ

き
で
な
い
か
。

�
 
健
康
福
祉
部
長　

保
健
所
な
ど

の
身
近
な
と
こ
ろ
で
の
相
談
体
制

の
充
実
が
望
ま
し
い
こ
と
か
ら
、

専
門
的
ス
タ
ッ
フ
の
養
成
に
努
め
、

一
四
年
度
の
窓
口
開
設
を
目
指
し

て
い
る
。
あ
わ
せ
て
、
専
門
的
相

談
に
応
じ
ら
れ
る
よ
う
に
、
医
療

機
関
の
協
力
や
支
援
を
受
け
な
が

ら
体
制
づ
く
り
に
努
め
る
。

�
 
百
条
委
員
会
で
調
査
し
て
い
る

今
回
の
事
件
は
、
特
定
の
団
体
や

個
人
に
対
す
る
行
政
の
屈
服
と
癒

着
、
他
方
で
は
行
政
の
裁
量
権
の

乱
用
が
不
可
分
に
結
び
つ
い
た
結

果
発
生
し
た
も
の
と
思
う
が
、
知

事
は
今
回
の
事
件
の
特
徴
を
ど
う

問答問答問

受
け
と
め
て
い
る
の
か
。

�
 
知
事　

県
の
単
独
融
資
は
、
議

会
や
県
民
に
対
す
る
説
明
責
任
が

果
た
せ
て
い
な
か
っ
た
こ
と
で
、

背
景
と
し
て
、
特
定
の
団
体
や
個

人
と
の
か
か
わ
り
か
ら
行
政
の
主

体
性
が
疑
わ
れ
る
よ
う
な
状
況
が

あ
っ
た
。
さ
ら
に
県
内
部
に
お
け

る
情
報
の
共
有
の
仕
方
や
職
員
間

の
連
携
の
あ
り
方
に
課
題
が
残
さ

れ
た
と
受
け
と
め
て
い
る
。

�
 
同
和
関
係
団
体
の
集
団
交
渉
が
、

自
由
に
議
論
で
き
な
い
風
潮
を
広

め
、
そ
れ
が
無
言
の
圧
力
と
な
り
、

行
政
の
主
体
性
の
放
棄
が
目
に
あ

ま
る
状
況
に
な
っ
た
こ
と
が
今
回

の
事
件
の
背
景
で
あ
る
が
、
こ
の

点
に
つ
い
て
ど
う
考
え
て
い
る
か
。

�
 
知
事　

同
和
行
政
が
、
行
政
と

運
動
団
体
間
で
決
め
ら
れ
運
用
さ

れ
て
い
る
か
の
印
象
を
与
え
、
県

民
に
行
政
の
主
体
性
に
対
す
る
不

信
感
を
招
く
よ
う
な
事
例
も
あ
っ

た
の
で
は
な
い
か
と
思
う
。

�
 
裁
量
権
を
も
つ
公
務
員
が
、
そ

の
地
位
に
、
特
に
幹
部
職
員
と
し

て
長
く
在
職
す
る
と
自
分
の
判
断

で
何
で
も
で
き
る
と
い
う
錯
覚
に

陥
り
、
公
務
員
の
自
覚
が
薄
れ
、

他
方
、
自
己
保
身
の
た
め
外
部
の

力
に
迎
合
す
る
傾
向
に
あ
っ
た
か

ら
で
は
な
い
か
。

�
 
知
事　

幹
部
職
員
に
は
、
職
責

に
応
じ
一
定
の
権
限
を
持
た
せ
て

お
り
、
み
ず
か
ら
が
行
っ
た
判
断

や
裁
量
に
つ
い
て
は
説
明
責
任
を

果
た
す
べ
き
で
あ
り
、
こ
れ
に
対

す
る
職
員
の
意
識
改
革
の
徹
底
が

必
要
だ
と
考
え
て
い
る
。

�
 
や
み
融
資
事
件
に
つ
い
て
、
知

事
は
県
民
の
判
断
に
委
ね
て
い
く

と
述
べ
て
い
る
が
、
具
体
的
に
は

知
事
選
挙
の
こ
と
を
想
定
し
、
日

答問答問答問

�
 
県
立
学
校
施
設
整
備
費
の
中
に
、

併
設
型
中
高
一
貫
教
育
校
の
施
設

整
備
が
含
ま
れ
て
い
る
が
、
問
題

な
く
開
校
で
き
る
の
か
。
予
算
計

上
し
た
根
拠
を
示
せ
。

�
 
教
育
長　

昨
年
の
九
月
議
会
以

降
、
関
係
者
や
県
民
に
対
す
る
説

明
会
を
行
い
一
四
年
度
に
開
校
可

能
と
判
断
し
て
い
る
。
一
三
年
度

予
算
に
計
上
し
た
理
由
は
、
年
間

総
合
予
算
が
予
算
編
成
の
基
本
で

あ
り
、
施
設
整
備
に
は
一
年
近
く

期
間
を
要
す
る
こ
と
、
ま
た
、
施

設
整
備
は
教
育
内
容
と
連
動
さ
せ

て
行
う
必
要
が
あ
る
こ
と
な
ど
に

よ
る
。

�
 
海
上
輸
送
推
進
事
業
費
補
助
金

四
千
万
円
が
、
政
策
と
し
て
の
予

算
化
は
評
価
で
き
る
が
、
事
業
内

容
と
継
続
性
に
つ
い
て
計
画
を
示

せ
。
ま
た
、
港
湾
空
港
局
が
関
係

す
る
分
野
で
の
対
応
策
が
あ
れ
ば

明
示
せ
よ
。

�
 
企
画
振
興
部
長　

フ
ェ
リ
ー
を

使
用
し
て
貨
物
輸
送
を
行
っ
た
場

合
、
一
定
の
補
助
を
運
送
業
者
に

行
う
も
の
で
、
三
年
程
度
の
事
業

期
間
を
考
え
て
い
る
。

港
湾
空
港
局
長　

県
内
発
着
の
フ

　
ェ
リ
ー
航
路
に
つ
い
て
、
一
定
の

期
間
、
港
湾
施
設
の
使
用
料
を
減

額
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

�
 
市
町
村
合
併
は
適
切
な
行
政
判

断
に
基
づ
き
、
モ
デ
ル
地
区
の
指

定
を
行
い
合
併
を
促
進
す
る
考
え

は
な
い
か
。
ま
た
、
県
と
し
て
地

域
に
対
し
テ
ー
マ
を
投
げ
か
け
る

つ
も
り
が
あ
る
の
か
。

�
 
企
画
振
興
部
長　
「
市
町
村
合

併
に
関
す
る
要
綱
」
に
は
、
議
論

の
素
材
や
テ
ー
マ
と
な
る
も
の
を

一
定
盛
り
込
ん
で
お
り
、
こ
れ
を

参
考
に
議
論
し
、
具
体
的
に
進
ん

で
い
く
中
で
、
モ
デ
ル
地
区
の
指

定
も
検
討
課
題
と
な
っ
て
く
る
と

思
う
。

問答問答問答

�
 
Ｎ
Ｐ
Ｏ
支
援
先
進
県
と
し
て
、

Ｎ
Ｐ
Ｏ
に
対
す
る
地
方
税
の
優
遇

制
度
に
つ
い
て
の
基
本
的
な
認
識

と
、
ど
の
よ
う
な
検
討
を
し
て
い

る
の
か
聞
く
。

�
 
知
事　

Ｎ
Ｐ
Ｏ
に
対
す
る
税
制

上
の
措
置
は
、
活
動
の
公
益
性
や

他
の
公
益
法
人
な
ど
と
の
税
負
担

の
公
平
性
を
踏
ま
え
て
検
討
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
本
年
度
の
職

員
に
よ
る
税
財
源
の
勉
強
会
で
も
、

Ｎ
Ｐ
Ｏ
へ
の
政
策
税
制
を
検
討
し

て
お
り
、
来
年
度
に
は
、
専
門
家

の
意
見
も
聞
き
な
が
ら
、
支
援
策

の
具
体
化
に
向
け
検
討
を
進
め
て

い
き
た
い
と
考
え
て
い
る
。

�
 
ベ
ン
チ
ャ
ー
を
志
す
若
者
た
ち

を
体
系
的
に
支
援
す
る
た
め
に
は
、

工
科
大
学
の
周
り
に
、
イ
ン
キ
ュ

ベ
ー
ト
施
設
が
必
要
不
可
欠
で
は

な
い
か
と
思
う
が
、
所
見
を
聞
く
。

�
 
商
工
労
働
部
長　

県
内
の
イ
ン

キ
ュ
ベ
ー
ト
施
設
に
は
、
五
十
の

企
業
や
個
人
事
業
者
が
入
居
し
研

究
開
発
を
行
っ
て
い
る
。
来
年
度

か
ら
は
、
県
内
企
業
や
起
業
を
志

す
方
々
を
対
象
に
、
イ
ン
キ
ュ

ベ
ー
ト
施
設
に
対
す
る
ニ
ー
ズ
調

査
を
行
い
、
具
体
的
な
対
応
を
検

討
し
て
い
き
た
い
。

�
 
地
方
交
付
税
の
財
源
保
障
機
能

の
課
題
と
改
善
点
に
つ
い
て
所
見

を
聞
く
。

�
 
総
務
部
長　

地
方
団
体
が
円
滑

な
行
政
運
営
を
続
け
て
い
く
う
え

で
、
地
方
交
付
税
の
財
源
保
障
機

能
は
不
可
欠
で
あ
り
、
国
へ
の
重

要
要
望
や
全
国
知
事
会
等
を
通
じ

て
交
付
税
率
の
引
き
上
げ
な
ど
に

よ
る
地
方
交
付
税
の
所
要
額
の
確

保
を
強
く
訴
え
て
き
た
。
一
方
、

国
、
地
方
の
限
り
あ
る
財
源
の
中

で
、
地
方
み
ず
か
ら
も
歳
出
の
厳

し
い
選
別
や
新
た
な
財
源
等
に
つ

い
て
研
究
を
推
進
し
て
い
く
こ
と

が
重
要
な
課
題
と
な
っ
て
い
る
。

問答問答問答

平成１３年（２００１年）　５月２７日（日）

2 月定例会
本会議の質問から

（3 月 5 日～ 9 日）

質
問
者
（
質
問
順
）

三
月
五
日

　

土
森　

正
典

　

中
沢　

潤
二

　

梶
原　

守
光

三
月
六
日

　

江
渕　

征
香

　

二
神　

正
三

　

広
田　
　

一

三
月
七
日

　

森
田　

英
二

　

朝
比
奈
利
広

　

武
石　

利
彦

三
月
八
日

　

中
西　
　

哲

　

牧　
　

義
信

　

川
田　

雅
敏

三
月
九
日

　

東
川　

正
弘

　

池
脇　

純
一

　

小
松　
　

雅
中沢　潤二
（清流会・公明）

困
り
事
相
談
で
受
け
た

医
療
問
題
の
対
応
を
聞
く

梶原　守光
（日本共産党）

百
条
委
員
会
で
調
査
し
て

い
る
事
件
の
特
徴
は

江渕　征香
（県民クラブ）

県
民
の
判
断
に
委
ね
る
の

真
意
は 三

月
六
日�

二神　正三
（フレッシュ２１）

併
設
型
中
高
一
貫
教
育
校

は
協
議
が
熟
し
た
の
か

広田　　一
（自由民主党）

Ｎ
Ｐ
Ｏ
に
対
す
る
地
方
税

の
優
遇
制
度
に
つ
い
て
聞
く

県産材の見本市



平成１３年（２００１年）　５月２７日（日）こうち県議会だより

� 4�

含
む
南
海
ト
ラ
フ
に
お
い
て
も
行

わ
れ
て
い
る
と
聞
い
て
お
り
、
今

後
と
も
情
報
の
収
集
に
努
め
、
調

査
船
の
寄
港
誘
致
な
ど
、
宿
毛
湾

港
の
利
活
用
に
つ
な
が
る
方
策
を

研
究
し
て
い
き
た
い
。

�
 
地
域
に
お
け
る
情
報
通
信
基
盤

と
し
て
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
の
整
備

を
、
早
急
に
進
め
て
い
く
こ
と
が

必
要
だ
と
考
え
る
が
、
県
と
し
て

市
町
村
と
連
携
を
と
り
な
が
ら
ど

う
い
う
方
法
で
整
備
に
取
り
組
ん

で
い
く
の
か
、
三
重
県
を
視
察
し

た
感
想
も
含
め
て
聞
く
。

�
 
知
事　

ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
は
、

複
合
的
な
情
報
通
信
の
基
盤
と
し

て
有
効
な
手
段
の
一
つ
で
あ
る
。

民
間
の
事
業
者
に
よ
る
整
備
が
進

み
に
く
い
中
山
間
地
域
で
は
、
効

果
的
な
手
法
で
あ
り
、
事
例
を
Ｐ

Ｒ
し
な
が
ら
、
市
町
村
な
ど
の
取

り
組
み
を
積
極
的
に
支
援
し
て
い

く
。
ま
た
、
三
重
県
で
は
、
人
づ

く
り
の
大
切
さ
を
認
識
し
、
こ
れ

を
、
本
県
の
情
報
化
計
画
の
柱
に

盛
り
込
み
、
さ
ら
に
情
報
化
を
推

進
し
て
い
き
た
い
。

�
 
県
市
統
合
病
院
に
Ｐ
Ｆ
Ｉ
の
導

入
は
、
地
元
企
業
に
と
っ
て
の
事

業
機
会
の
創
出
に
つ
な
が
る
と
い

え
る
の
か
。

�
 
知
事　

新
病
院
の
事
業
は
県
が

こ
れ
ま
で
経
験
し
た
こ
と
が
な
い

規
模
の
一
大
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
あ

り
、
仮
に
Ｐ
Ｆ
Ｉ
が
導
入
さ
れ
た

場
合
に
も
、
で
き
る
だ
け
地
元
企

業
が
参
入
で
き
る
よ
う
な
仕
組
み

を
検
討
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
と

考
え
て
い
る
。

�
 
道
路
運
送
法
の
改
正
で
、
国
の

補
助
が
な
く
な
っ
た
場
合
、
新
た

な
県
補
助
を
作
る
こ
と
も
含
め
て
、

市
町
村
を
県
と
し
て
支
援
す
べ
き

で
は
な
い
か
。

�
 
企
画
振
興
部
長　

撤
退
の
申
し

出
の
あ
っ
た
路
線
を
ど
う
す
る
の

問答問答問答

た
経
過
と
中
層
型
浮
魚
礁
の
設
置

計
画
に
つ
い
て
聞
く
。

�
 
海
洋
局
長　

黒
潮
牧
場
は
、
設

置
目
標
の
十
二
基
が
本
年
度
達
成

し
、
来
年
度
か
ら
中
層
型
浮
魚
礁

が
国
の
補
助
事
業
と
し
て
実
施
で

き
る
見
通
し
で
あ
る
。
設
置
数
は

向
こ
う
五
年
間
で
十
カ
所
程
度
を

計
画
し
て
お
り
、
地
元
調
整
の

整
っ
た
海
域
か
ら
順
次
整
備
を
し

て
い
く
。

�
 
平
成
一
三
年
度
か
ら
「
臨
時
財

政
対
策
債
」
の
発
行
に
よ
り
後
年

度
の
公
債
費
比
率
が
上
昇
し
、
起

債
依
存
度
が
高
ま
り
、
財
政
力
指

数
は
急
激
に
悪
化
し
、
県
財
政
の

硬
直
化
に
繋
が
る
と
思
う
が
、
ど

の
よ
う
に
対
応
す
る
考
え
か
。

�
 
総
務
部
長　

今
回
の
赤
字
地
方

債
は
、
後
年
度
そ
の
元
利
償
還
費

が
一
〇
〇
パ
ー
セ
ン
ト
措
置
さ
れ

る
の
で
、
将
来
の
財
政
指
数
の
悪

化
に
直
ち
に
結
び
つ
く
訳
で
は
な

い
が
、
今
後
の
地
方
財
政
の
運
営

に
支
障
が
生
じ
な
い
よ
う
に
、
地

方
交
付
税
総
額
の
確
保
な
ど
に
つ

い
て
引
き
続
き
国
に
働
き
か
け
て

い
く
。

�
 
市
町
村
合
併
に
向
け
て
の
議
論

が
、
行
政
関
係
者
だ
け
で
な
く
、

む
し
ろ
地
域
住
民
主
導
で
議
論
さ

れ
る
よ
う
に
、
県
と
し
て
も
合
併

に
向
け
た
住
民
の
活
動
を
積
極
的

に
支
援
す
る
必
要
が
あ
る
と
思
う

が
、
基
本
的
な
考
え
を
聞
く
。

�
 
知
事　

県
と
し
て
は
、
わ
か
り

や
す
い
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
作
成
や

各
地
域
で
の
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開

催
な
ど
を
通
じ
、
合
併
に
関
す
る

情
報
を
積
極
的
に
提
供
し
て
い
く
。

ま
た
、
市
町
村
や
地
域
の
取
り
組

み
に
対
す
る
補
助
制
度
を
設
け
た

の
で
、
こ
の
制
度
を
活
用
し
て
も

ら
い
、
地
域
で
の
議
論
が
大
い
に

高
ま
る
よ
う
取
り
組
む
。

�
 
集
落
協
定
の
締
結
数
を
一
七
年

答問答問答問

度
に
七
〇
〇
集
落
に
す
る
に
は
、

さ
ま
ざ
ま
な
課
題
が
あ
る
と
思
う

が
、
国
に
対
し
て
、
ど
の
よ
う
に

改
善
要
求
を
し
て
い
る
の
か
。
ま

た
、
す
る
つ
も
り
な
の
か
。

�
 
農
林
水
産
部
長　

昨
年
四
月
に
、

米
の
生
産
調
整
と
の
整
合
性
に
つ

い
て
弾
力
的
運
用
を
要
望
し
、
二

月
の
中
国
四
国
農
政
主
管
部
長
会

議
に
お
い
て
は
、
具
体
的
な
改
善

要
望
を
行
っ
て
き
た
。
今
後
も
改

善
を
求
め
て
い
く
。

�
 
県
東
部
、
西
部
の
国
道
五
五
、

五
六
、
三
二
一
号
の
バ
イ
パ
ス
等

整
備
計
画
に
つ
い
て
聞
く
。

�
 
土
木
部
長　

国
道
五
五
号
で
は
、

室
戸
市
元
地
区
で
改
良
工
事
を
、

国
道
五
六
号
で
は
、
佐
賀
市
市
街

地
内
の
幅
員
狭
小
解
消
工
事
を
、

国
道
三
二
一
号
で
は
、
土
佐
清
水

市
以
布
利
地
区
で
バ
イ
パ
ス
整
備

を
進
め
て
お
り
、
今
後
も
高
速
道

路
の
整
備
状
況
等
を
踏
ま
え
、
国

と
も
連
携
を
図
り
な
が
ら
整
備
に

取
り
組
ん
で
い
く
。

�
 
新
た
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
と
し

て
期
待
さ
れ
る
メ
タ
ン
ハ
イ
ド

レ
ー
ト
の
調
査
船
の
宿
毛
湾
港
の

利
用
な
ど
を
国
に
働
き
か
け
て
み

て
は
ど
う
か
。

�
 
港
湾
空
港
局
長　

メ
タ
ン
ハ
イ

ド
レ
ー
ト
の
調
査
は
、
四
国
沖
を

答問答問答

か
の
議
論
を
含
め
、
協
議
会
で
検

討
し
、
存
続
を
図
る
こ
と
と
し
た

場
合
に
、
増
加
す
る
市
町
村
負
担

に
対
す
る
県
の
支
援
に
つ
い
て
は
、

今
後
、
そ
の
あ
り
方
も
含
め
て
検

討
す
る
必
要
が
あ
る
。

�
 
子
供
条
例
は
、
少
し
時
間
は
か

か
っ
て
も
、
条
例
づ
く
り
の
過
程

そ
の
も
の
を
大
切
に
し
、
県
民
、

特
に
子
供
自
身
の
参
加
を
保
障
し

て
ほ
し
い
と
思
う
が
、
ど
う
考
え

て
い
る
の
か
。

�
 
知
事　

条
例
づ
く
り
の
具
体
的

な
取
り
組
み
を
進
め
る
際
に
は
、

子
供
た
ち
の
意
見
を
聞
く
こ
と
が

大
切
で
あ
り
、
現
在
、
八
人
の
県

民
を
メ
ン
バ
ー
に
、
み
ん
な
で
つ

く
ろ
う
子
ど
も
条
例
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
を
立
ち
上
げ
よ
う
と
し
て
い
る
。

そ
の
中
で
も
子
供
た
ち
と
一
緒
に

条
例
を
つ
く
っ
て
み
よ
う
と
い
う

動
き
に
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
教

育
委
員
会
と
の
連
携
や
、
県
民
の

意
見
を
参
考
に
、
子
供
た
ち
の
声

を
聞
く
た
め
の
工
夫
を
凝
ら
し
て

い
き
た
い
。

�
 
議
員
提
案
も
考
え
て
い
き
た
い

が
、
間
伐
条
例
の
制
定
に
つ
い
て

ど
の
よ
う
に
考
え
る
か
、
聞
く
。

�
 
森
林
局
長　

森
づ
く
り
条
例
の

検
討
の
中
で
、
森
林
所
有
者
の
責

任
や
義
務
、
ま
た
、
森
林
の
公
益

的
な
機
能
の
受
益
者
で
あ
る
県
民

に
よ
る
支
援
の
あ
り
方
、
さ
ら
に

問答問答

は
行
政
の
役
割
な
ど
、
幅
広
い
検

討
を
行
い
、
議
員
提
案
の
趣
旨
に

つ
い
て
も
、
県
民
と
と
も
に
検
討

の
場
で
議
論
し
て
い
き
た
い
と
考

え
て
い
る
。

�
 
水
源
税
は
他
県
ま
で
対
象
と
す

る
考
え
は
な
い
か
。
ま
た
、
県
条

例
の
性
格
上
で
き
な
い
と
す
れ
ば
、

下
流
県
へ
の
働
き
か
け
は
ど
の
よ

う
に
考
え
て
い
る
の
か
。

�
 
知
事　

一
般
的
に
は
、
地
方
公

共
団
体
の
課
税
権
が
及
ぶ
範
囲
は
、

そ
の
区
域
内
で
あ
り
、
県
外
に
ま

で
広
げ
る
こ
と
は
難
し
い
と
考
え

て
い
る
。
今
後
、
同
様
の
制
度
を

目
指
す
各
県
と
連
携
を
し
、
全
国

的
な
動
き
へ
と
広
が
っ
て
い
く
こ

と
を
期
待
し
て
い
る
。

�
 
地
方
交
付
税
の
削
減
の
嵐
は
い

つ
ま
で
続
く
の
か
、
国
、
総
務
省

の
動
向
と
、
小
さ
な
町
村
の
財
政

的
実
態
に
つ
い
て
、
ど
う
把
握
し

て
い
る
の
か
聞
く
。

�
 
企
画
振
興
部
長　

地
方
交
付
税

を
取
り
巻
く
流
れ
は
、
小
規
模
な

市
町
村
が
多
い
本
県
に
と
っ
て
は

厳
し
い
も
の
で
あ
り
、
総
額
の
確

保
と
財
政
調
整
機
能
の
充
実
に
つ

い
て
、
国
に
対
し
て
働
き
か
け
て

い
く
。
ま
た
、
公
債
費
負
担
比
率

が
危
険
ラ
イ
ン
と
言
わ
れ
る
二
〇

パ
ー
セ
ン
ト
を
超
え
る
団
体
が
三

九
団
体
も
あ
る
な
ど
、
総
じ
て
町

村
の
財
政
運
営
は
厳
し
い
状
況
に

置
か
れ
て
い
る
。
今
後
、
県
と
し

て
は
適
切
な
財
政
運
営
が
で
き
る

よ
う
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
積
極
的

に
助
言
と
支
援
を
行
っ
て
い
き
た

い
と
考
え
て
い
る
。

�
 
環
境
ビ
ジ
ネ
ス
に
先
進
的
に
取

り
組
む
企
業
に
は
、
サ
ポ
ー
ト
を

惜
し
む
べ
き
で
な
い
と
考
え
る
が
、

所
見
と
環
境
ビ
ジ
ネ
ス
推
進
事
業

の
具
体
的
内
容
を
聞
く
。

問答問答問

�
 
組
織
の
全
庁
見
直
し
を
す
る
平

成
一
四
年
度
に
は
、
文
化
環
境
部

に
、
県
土
全
体
の
風
致
を
全
県
的
、

全
庁
的
に
リ
ー
ド
す
る
景
観
保
全

課
の
新
設
を
検
討
で
き
な
い
か
。

�
 
知
事　

景
観
の
保
全
は
、
環
境

や
観
光
面
か
ら
も
大
切
な
課
題
で

あ
る
。
こ
の
課
題
は
さ
ま
ざ
ま
な

分
野
に
ま
た
が
っ
て
い
る
が
、
こ

う
し
た
分
野
を
担
当
す
る
部
署
が

連
携
を
と
っ
て
取
り
組
む
こ
と
に

よ
り
、
十
分
そ
の
実
を
上
げ
る
こ

と
が
で
き
る
の
で
は
な
い
か
と
考

え
て
い
る
。

�
 
最
近
の
マ
ス
コ
ミ
の
現
状
を
ど

う
認
識
し
て
い
る
の
か
、
ま
た
、

こ
れ
か
ら
の
報
道
の
あ
り
方
に
つ

い
て
、
ど
の
よ
う
な
思
い
を
持
っ

て
い
る
の
か
、
そ
し
て
行
政
か
ら

の
関
わ
り
方
と
し
て
ど
の
よ
う
な

見
解
を
持
っ
て
い
る
の
か
。

�
 
知
事　

子
供
達
が
マ
ス
コ
ミ
か

ら
受
け
る
影
響
は
大
き
く
、
家
庭

の
中
で
多
く
の
世
代
が
触
れ
て
い

る
テ
レ
ビ
な
ど
の
情
報
に
は
一
定

の
け
じ
め
が
あ
っ
て
も
い
い
と
は

思
う
が
、
そ
れ
は
あ
く
ま
で
も
社

会
一
般
の
倫
理
観
の
中
で
な
さ
れ

る
べ
き
も
の
で
、
こ
れ
を
法
で
規

制
す
る
と
い
っ
た
考
え
方
に
は
、

直
ち
に
は
賛
成
で
き
な
い
。

問答問答

三
月
七
日�

森田　英二
（自由民主党）

景
観
保
全
課
の
新
設
を

提
案
す
る

�
 
グ
リ
ー
ン
ピ
ア
土
佐
横
浪
の
経

営
総
括
と
、
将
来
展
望
を
聞
く
。

�
 
知
事　

再
建
計
画
後
も
観
光
客

の
減
少
に
よ
り
計
画
達
成
は
困
難

な
見
通
し
に
な
っ
て
い
る
が
、
国

体
の
開
催
ま
で
は
運
営
を
続
け
て

い
き
た
い
と
考
え
て
い
る
。

　

国
体
後
の
あ
り
方
に
つ
い
て
は
、

須
崎
市
な
ど
と
協
議
を
進
め
て
い

く
が
、
関
心
を
持
っ
て
い
る
民
間

業
者
も
い
る
の
で
、
十
分
に
検
討

し
た
う
え
判
断
し
て
い
き
た
い
。

�
 
間
伐
事
業
の
財
源
を
確
保
し
、

積
極
的
に
取
り
組
む
こ
と
は
、
山

で
住
む
人
々
の
新
た
な
職
場
開
拓

に
も
な
る
し
、
雇
用
も
拡
大
し
、

山
村
に
活
力
を
求
め
る
こ
と
が
可

能
に
な
る
。
今
後
の
間
伐
事
業
に

ど
う
取
り
組
ん
で
い
く
の
か
考
え

を
聞
く
。

�
 
森
林
局
長　

森
林
の
団
地
化
の

促
進
や
補
助
額
の
引
き
上
げ
に
よ

る
路
網
の
集
中
整
備
、
補
助
対
象

齢
級
の
拡
大
を
図
る
な
ど
、
県
単

独
事
業
や
国
庫
補
助
事
業
な
ど
を

活
用
し
て
、
緊
急
の
課
題
で
あ
る

間
伐
を
推
進
す
る
こ
と
に
よ
り
、

山
で
住
む
人
々
の
働
く
場
を
提
供

す
る
な
ど
、
山
村
の
活
性
化
に
つ

な
げ
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
る
。

�
 
レ
ン
タ
ル
ハ
ウ
ス
整
備
事
業
で

は
、
中
山
間
地
域
の
補
助
率
を
二

分
の
一
に
す
る
な
ど
特
段
の
配
慮

が
必
要
だ
と
思
う
が
ど
う
か
。

�
 
農
林
水
産
部
長　

県
の
補
助
率

の
変
更
と
補
助
上
限
額
の
引
き
上

げ
に
よ
り
、
農
家
負
担
は
若
干
増

と
な
る
が
、
こ
の
事
業
を
「
園
芸

農
業
の
立
て
直
し
」
と
い
っ
た
総

合
的
な
対
策
の
中
に
位
置
づ
け
て

お
り
、
条
件
面
で
厳
し
い
山
間
部

で
利
用
す
る
方
や
市
町
村
に
は
申

し
わ
け
な
く
思
う
が
、
理
解
願
い

た
い
。

�
 
黒
潮
牧
場
ブ
イ
か
ら
中
層
型
浮

魚
礁
の
重
点
設
置
に
方
針
転
換
し

問答問答問答問

グリーンピア土佐横浪

朝比奈利広
（清流会・公明）

今
後
の
間
伐
事
業
へ
の

取
り
組
み
を
聞
く

武石　利彦
（自由民主党）

臨
時
財
政
対
策
債
へ
の

対
応
を
聞
く

中山間地域の棚田

中西　　哲
（自由民主党）

県
東
部
・
西
部
の
国
道
整

備
計
画
を
聞
く

三
月
八
日�

牧　　義信
（日本共産党）

県
市
統
合
病
院
と
Ｐ
Ｆ
Ｉ

に
つ
い
て
聞
く

夢応援事業「みんなの基地づくり」

川田　雅敏
（自由民主党）

間
伐
条
例
の
制
定
に
は

議
員
提
案
も
検
討

東川　正弘
（自由民主党）

環
境
ビ
ジ
ネ
ス
に
は
積
極

的
な
サ
ポ
ー
ト
を

三
月
九
日�
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�
 
商
工
労
働
部
長　

環
境
ビ
ジ
ネ

ス
推
進
事
業
は
、
環
境
ビ
ジ
ネ
ス

に
先
進
的
に
取
り
組
む
企
業
を
支

援
す
る
も
の
で
、
具
体
的
に
は
、

環
境
に
配
慮
し
た
製
品
や
サ
ー
ビ

ス
の
試
作
、
開
発
や
コ
ス
ト
ダ
ウ

ン
、
全
国
向
け
Ｐ
Ｒ
、
グ
リ
ー
ン

製
品
の
普
及
、
啓
発
の
た
め
見
本

市
や
コ
ン
テ
ス
ト
を
実
施
し
、

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り
の
支
援
や

環
境
ブ
ラ
ン
ド
の
確
立
を
目
指
す
。

�
 
Ｉ
Ｔ
や
環
境
、
介
護
福
祉
関
連

等
、
将
来
性
の
あ
る
産
業
分
野
や

新
た
な
事
業
に
挑
戦
す
る
ベ
ン

チ
ャ
ー
企
業
に
対
し
て
、
更
な
る

積
極
的
な
支
援
を
行
う
必
要
が
あ

る
と
考
え
る
が
、
所
見
を
聞
く
。

�
 
商
工
労
働
部
長　

本
県
経
済
の

活
性
化
の
た
め
に
は
、
活
力
あ
る

ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
の
育
成
が
重
要

で
あ
り
、
個
別
の
事
業
支
援
の
ほ

か
イ
ン
フ
ラ
整
備
や
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
づ
く
り
と
い
っ
た
支
援
も
含
め

て
、
関
係
機
関
と
の
連
携
を
深
め

な
が
ら
効
果
的
な
支
援
を
行
っ
て

い
く
。

�
 
江
の
口
川
の
河
川
浄
化
の
現
状

と
今
後
の
対
応
策
を
聞
く
。

�
 
土
木
部
長　

江
の
口
川
の
水
質

環
境
基
準
値
は
、
達
成
で
き
て
な

く
、
旭
川
か
ら
の
汚
濁
負
荷
が
最

大
の
要
因
と
判
断
し
て
い
る
。

　

水
質
改
善
の
抜
本
的
施
策
は
、
主

た
る
汚
濁
源
で
あ
る
未
処
理
の
生

活
排
水
と
都
市
排
水
の
流
入
を
防

ぐ
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
た
め
、
高

知
市
が
実
施
し
て
い
る
公
共
下
水

道
事
業
を
、
こ
の
流
域
で
早
急
に

普
及
さ
せ
る
こ
と
が
肝
要
で
あ

り
、
県
と
し
て
必
要
な
支
援
に
努

め
る
。

�
 
個
人
の
任
意
加
入
で
あ
る
医
師

会
会
費
を
、
病
院
局
が
公
費
で
負

担
し
て
い
る
と
の
報
道
が
あ
っ
た
。

会
費
を
公
費
で
支
出
す
る
こ
と
に

は
、
理
由
の
如
何
に
関
わ
ら
ず
問

題
が
あ
る
が
、
見
解
を
聞
く
。

答問答問答問

�
 
知
事　

県
立
病
院
で
は
、
地
域

の
医
療
機
関
と
の
連
携
が
大
切
だ

と
考
え
、
一
定
の
職
に
あ
る
者
を

指
名
し
て
医
師
会
に
加
入
さ
せ
、

そ
の
会
費
を
病
院
事
業
の
中
で
負

担
し
て
い
た
。
今
後
、
支
払
い
の

方
法
の
見
直
し
を
前
提
に
、
連
携

の
た
め
の
望
ま
し
い
方
向
を
医
師

会
と
協
議
し
て
い
き
た
い
。

�
 
二
一
世
紀
の
社
会
資
本
及
び
そ

の
整
備
の
あ
り
方
に
つ
い
て
見
解

を
聞
く
。

�
 
知
事　

今
後
の
社
会
資
本
整
備

は
、
利
用
す
る
住
民
の
視
点
か
ら

ソ
フ
ト
を
含
め
た
ト
ー
タ
ル
サ
ー

ビ
ス
と
考
え
る
発
想
や
、
運
営
コ

ス
ト
や
将
来
の
処
理
コ
ス
ト
を
含

め
た
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
コ
ス
ト
で

と
ら
え
る
考
え
方
も
重
要
に
な
っ

て
く
る
。
こ
の
た
め
、
ワ
ー
ク

シ
ョ
ッ
プ
方
式
や
Ｐ
Ｆ
Ｉ
の
手
法

な
ど
、
官
と
民
の
パ
ー
ト
ナ
ー

シ
ッ
プ
を
生
か
し
た
手
法
の
導
入

に
も
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
く
。

�
 
地
球
環
境
の
悪
化
が
伝
え
ら
れ

て
い
る
ほ
ど
に
は
、
一
般
的
に
そ

れ
ほ
ど
深
刻
に
は
受
け
止
め
ら
れ

て
い
な
い
。
破
壊
の
兆
候
は
す
で

に
目
に
見
え
る
ほ
ど
に
進
行
し
て

お
り
、
こ
う
し
た
問
題
を
ど
う
考

え
て
い
る
の
か
聞
く
。

�
 
知
事　

環
境
問
題
は
人
類
共
通

の
課
題
で
あ
り
、
ま
た
、
そ
れ
は

地
球
規
模
の
広
が
り
を
持
っ
て
き

た
の
で
、
長
い
ス
パ
ン
で
見
通
し

た
予
防
の
視
点
が
重
要
に
な
っ
て

き
た
。
こ
の
た
め
、
森
林
を
守
り

四
万
十
川
を
後
世
に
引
き
継
ぐ
取

り
組
み
な
ど
を
す
す
め
て
い
る
。

ま
た
、
資
源
消
費
型
社
会
か
ら
資

源
循
環
型
社
会
へ
と
転
換
を
図
ら

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

�
 
国
体
の
開
会
式
は
、
そ
ろ
そ
ろ

先
催
県
の
パ
タ
ー
ン
か
ら
脱
却
し

て
、
二
一
世
紀
の
さ
き
が
け
に
ふ

さ
わ
し
い
も
の
に
す
べ
き
だ
と
思

う
が
、
ど
の
よ
う
な
式
典
に
す
る

答問答問答問

つ
も
り
か
聞
く
。

�
 
国
体
局
長　

開
会
式
は
、
郷
土

色
豊
か
な
手
作
り
に
よ
る
も
の
と

し
、
よ
さ
こ
い
鳴
子
踊
り
を
メ
ー

ン
に
、
本
県
の
伝
統
的
な
祭
り
な

ど
を
取
り
入
れ
、
豊
か
な
自
然
と

色
彩
感
あ
ふ
れ
る
南
国
高
知
を
イ

メ
ー
ジ
し
た
多
彩
な
音
楽
と
演
技

を
展
開
す
る
な
ど
、
高
知
ら
し
さ

が
前
面
に
で
る
式
典
を
目
指
し
て

い
る
。
規
模
的
に
は
先
催
県
の
半

数
程
度
の
人
員
と
な
る
が
、
簡
素

な
中
に
も
さ
わ
や
か
な
感
動
と
喜

び
を
感
じ
て
も
ら
え
る
式
典
と
し

た
い
。

�
 
四
国
四
県
の
共
同
ア
ン
テ
ナ

シ
ョ
ッ
プ
に
参
加
す
る
県
の
基
本

的
な
ス
タ
ン
ス
を
聞
く
。

�
 
知
事　

四
国
四
県
が
広
域
的
な

連
携
を
図
る
こ
と
で
、
競
争
力
や

連
帯
感
を
強
め
て
い
き
た
い
と
の

思
い
か
ら
共
同
ア
ン
テ
ナ
シ
ョ
ッ

プ
の
検
討
を
進
め
て
い
る
。
し
か

し
、
お
互
い
の
ス
タ
ン
ス
に
は
ズ

レ
も
あ
り
、
来
年
度
は
ク
リ
ア
す

べ
き
課
題
を
も
と
に
運
営
の
考
え

方
や
立
地
場
所
な
ど
に
つ
い
て
調

査
を
行
う
と
と
も
に
、
四
県
で
の

協
議
を
続
け
て
い
き
た
い
。

�
 
県
と
し
て
、
地
域
福
祉
計
画
の

策
定
に
向
け
て
ど
の
よ
う
に
取
り

組
ん
で
い
こ
う
と
し
て
い
る
の
か

聞
く
。

�
 
健
康
福
祉
部
長　

地
域
福
祉
計

画
の
策
定
過
程
か
ら
、
地
域
に

と
っ
て
何
が
求
め
ら
れ
て
い
る
の

か
を
住
民
の
目
線
で
考
え
、
地
域

の
ニ
ー
ズ
や
特
性
を
十
分
に
踏
ま

え
た
実
効
性
の
あ
る
計
画
に
す
る

こ
と
が
大
切
で
あ
り
、
住
民
参
加

に
よ
る
計
画
づ
く
り
の
手
法
に
つ

い
て
検
討
を
深
め
て
い
き
た
い
。

答問答問答

小松　　雅
（自由民主党）

国
体
の
開
会
式
は
ど
の
よ

う
に
す
る
つ
も
り
か

２月定例会 審議の結果
●可決された議案（９８議案）（＊は開会日に議決）
知事提出議案（８６議案）
�予算議案（２３議案）
「平成１３年度高知県一般会計予算」
「平成１３年度高知県給与等集中管理特別会計予算」
「平成１３年度高知県用品等調達特別会計予算」
「平成１３年度高知県土地取得事業特別会計予算」
「平成１３年度高知県災害救助基金特別会計予算」
「平成１３年度高知県母子寡婦福祉資金特別会計予算」
「平成１３年度高知県中小企業近代化資金助成事業特別会計予算」
「平成１３年度高知県流通団地及び工業団地造成事業特別会
計予算」
「平成１３年度高知県農業改良資金助成事業特別会計予算」
「平成１３年度高知県県営林事業特別会計予算」
「平成１３年度高知県林業改善資金及び国産材産業振興資金
助成事業特別会計予算」
「平成１３年度高知県沿岸漁業改善資金助成事業特別会計予算」
「平成１３年度高知県流域下水道事業特別会計予算」
「平成１３年度高知県港湾整備事業特別会計予算」
「平成１３年度高知県電気事業会計予算」
「平成１３年度高知県工業用水道事業会計予算」
「平成１３年度高知県病院事業会計予算」
「平成１２年度高知県一般会計補正予算」
「平成１２年度高知県土地取得事業特別会計補正予算」
「平成１２年度高知県中小企業近代化資金助成事業特別会計
補正予算」
「平成１２年度高知県流通団地及び工業団地造成事業特別会
計補正予算」
「平成１２年度高知県流域下水道事業特別会計補正予算」
「平成１２年度高知県港湾整備事業特別会計補正予算」
�条例議案（３１議案）
「高知県個人情報保護条例議案」
「高知県退職手当基金条例議案」
「高知県四万十川の保全及び流域の振興に関する基本条例議案」
「高知県立手結港海岸緑地公園の設置及び管理に関する条例議案」
「高知県警察署協議会条例議案」
「高知県条例の形式を左横書きに改正する条例議案」
「高知県立学校授業料等徴収条例の一部を改正する条例議案」
「高知県公告式条例の一部を改正する条例議案」
「高知県情報公開条例の一部を改正する条例議案」
「高知県職員倫理条例の一部を改正する条例議案」
「職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例議案」
「高知県税条例の一部を改正する条例議案」
「医療法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備
に関する条例議案」
「高知県立養護老人ホームの設置及び管理に関する条例の一
部を改正する等の条例議案」
「高知県手数料徴収条例の一部を改正する条例議案」
「商法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に
関する条例議案」
「高知県合併処理浄化槽設置推進に関する条例の一部を改正
する条例議案」
「改良普及員資格試験条例の一部を改正する条例議案」
「高知県家畜保健衛生所条例及び高知県家畜人工授精手数

料徴収条例の一部を改正する条例議案」
「高知県獣医師修学資金貸与条例の一部を改正する条例議案」
「高知県漁港管理条例の一部を改正する条例議案」
「高知県都市計画法施行条例の一部を改正する条例議案」
「高知県立都市公園条例の一部を改正する条例議案」
「高知県建築基準法施行条例の一部を改正する条例議案」
「高知県港湾施設管理条例の一部を改正する条例議案」
「高知県工業用水道条例及び高知県工業用水道有料駐車場
料金徴収条例の一部を改正する条例議案」
「企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正す
る条例議案」
「高知県公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例議案」
「公立学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例議案」
「高知県高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励資金
貸与条例の一部を改正する条例議案」
「高知県地域改善対策奨学資金の貸与に関する条例の一部を
改正する条例議案」
�その他の議案（１６議案）
「県有財産（事務用機器）の取得に関する議案」
「県有財産（春野総合運動公園駐車場用地及び多目的広場用
地）の取得に関する議案」
「県有財産（建物等）の譲渡に関する議案」
「県有財産（建物等）の譲渡に関する議案」
「県が行う土地改良事業に対する市町村の負担の一部変更に関
する議案」
「県が行う土地改良事業に対する市町村の負担の一部変更に関
する議案」
「県が行う土木その他の建設事業に対する市町村の負担の一部
変更に関する議案」
「県が行う流域下水道の維持管理に要する費用に対する市町の
負担の変更に関する議案」
「包括外部監査契約の締結に関する議案」
「国道３８１号道路改築（川平橋上部工）工事請負契約の締結に
関する議案」
「県営住宅船岡団地B棟建築主体工事請負契約の締結に関す
る議案」
「土讃線高知駅付近連続立体交差事業に伴う車両基地の新設工
事委託に関する協定の一部を変更する協定の締結に関する議案」
「（仮称）若草住宅整備事業に関する委託契約の一部を変更する
契約の締結に関する議案」
「住民訴訟に係る弁護士報酬の負担に関する議案」
「住民訴訟に係る弁護士報酬の負担に関する議案」
「高知県道路公社定款の一部変更に関する議案」
�人事議案（２議案）
「高知県監査委員の選任についての同意議案」
「高知県収用委員会の委員の任命についての同意議案」
�報告議案（１４議案）　＊
「平成１１年度高知県給与等集中管理特別会計歳入歳出決算」
「平成１１年度高知県用品等調達特別会計歳入歳出決算」
「平成１１年度高知県土地取得事業特別会計歳入歳出決算」
「平成１１年度高知県災害救助基金特別会計歳入歳出決算」
「平成１１年度高知県母子寡婦福祉資金特別会計歳入歳出決算」
「平成１１年度高知県中小企業近代化資金助成事業特別会計
歳入歳出決算」

「平成１１年度高知県流通団地造成事業特別会計歳入歳出決算」
「平成１１年度高知県農業改良資金助成事業特別会計歳入歳
出決算」
「平成１１年度高知県県営林事業特別会計歳入歳出決算」
「平成１１年度高知県林業改善資金及び国産材産業振興資金
助成事業特別会計歳入歳出決算」
「平成１１年度高知県沿岸漁業改善資金助成事業特別会計歳
入歳出決算」
「平成１１年度高知県流域下水道事業特別会計歳入歳出決算」
「平成１１年度高知県港湾整備事業特別会計歳入歳出決算」
「平成１１年度高知県水産指導実習船特別会計歳入歳出決算」
議員提出議案（１２議案）
�条例議案（３議案）
「高知県放置自動車の発生の防止及び処理の推進に関する条
例議案」
「高知県政務調査費の交付に関する条例議案」　＊
「高知県議会会議規則の形式を左横書きに改正する規則議案」
�意見書議案（９議案）
「アメリカ原潜による実習船衝突事故に関する意見書議案」　＊
「道路交通法特例制度の制定を求める意見書議案」
「視覚障害者などの読書権保障に関する意見書議案」
「障害を事由とする欠格条項に関する意見書議案」
「「京都議定書」の早期発効の実現に関する意見書議案」
「浄化槽補助枠拡大並びに制度改正に関する意見書議案」
「家電リサイクル法に関する意見書議案」
「緊急地域雇用特別交付金事業の改善・継続等を求める意見書議案」
「高齢者及び障害者の雇用促進を求める意見書議案」
●不認定とされた報告議案（１議案）
「平成１１年度高知県一般会計歳入歳出決算」　＊
●否決された議案（１議案）
議員提出議案（１議案）
「KSD（中小企業経営者福祉事業団）汚職の真相究明を求める
意見書議案」
●採択された請願
「高知県の食品安全行政の充実・強化について」
●不採択とされた請願
「公立学校並みの学級定員の促進、授業料軽減補助の充実など、
私学助成の拡充について」
「行き届いた教育を進めるための３０人学級の早期実現、複式学級
基準の引下げ、教育費の父母負担軽減、私学助成の増額・拡充
など、教育条件の改善、教育予算の増額について」
「県内の学校施設におけるPCB使用照明器具の早期交換と交
換後のPCB使用安定器の県一括管理について」
●継続審査とされた請願
「サッカーくじ実施にあたって、学校周辺への販売店の設置を規制
し、児童・生徒に悪影響を及ぼす場合は、国へ停止等を要望する
ことについて」
●その他の可決された案件
「特定の協業組合に対する融資問題等調査特別委員会における
虚偽の陳述に対する告発について」
「特定の協業組合に対する融資問題等調査特別委員会の調査
経費について」

池脇　純一
（清流会・公明）

医
師
会
会
費
の
公
費
負
担

に
は
問
題
が
あ
る

春野運動公園
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米田　稔
（日本共産党）

�  今まさに同和問題解決の最終局面を迎え、い
つまでも特別扱いをすることは、差別解消の障害
となる。同和関係を対象にした行政や教育はやめ
るべきと考えるがどうか。

�  知事　同和問題にかかわる差別は、根強く、
厳然と残っていると受け止めている。特別措置法
は来年度で終了し特別対策は終わるが、社会的に、
歴史的に見ても大きな人権問題の柱であるので、
一般対策、人権対策として取り組んでいきたい。

�  和歌山県の同和問題教育研究協議会が解散し、
「同和教育は今や旧身分による垣根を取り除く障
害となっている。自主的に終結しなければならな
い。等」というアピールがだされたが、所見を聞く。

�  教育長　協議会の解散の話は初めて聞いたの
で、論評する力はない。これまでの人権、同和教
育が残してきた成果を正しく評価しなければなら
ないし、今後どう生かすか、反省点を踏まえて人
権問題の一貫として取り組むことが大事である。

�  今日同和地区を有する学校だけに教育困難が
あるわけではない。同和加配教員は、不登校やい
じめなどの教育困難の解決に役立つ制度にし、抜
本的に改善すべきとおもうがどうか。

�  教育長　同和教育主任は、国の動向に基づい
て検討し、それ以外の加配は、教育課題全般に対
応する教員として検討していきたい。

問

答

問

答

問

答

同和対策・啓発
はやめるべきだ

岡崎　俊一
（清流会・公明）

�  四国四県が連携して将来の目標として、八十
八カ所を含めた遍路道の世界遺産への登録を目指
す取り組みも必要かと思うがどうか。

�  企画振興部長　世界遺産への登録は、国やユ
ネスコの登録要件に合致しない点があり、難しい
状況にある。しかし、県の関係部局、関連事業の
連携も強化しながら、いやしの国四国交流推進会
議においても、遍路文化のＰＲを初めとした共同事
業を積極的に展開するように働きかけていく。

�  道路防災として樹木はどのような効果がある
と認識し評価しているのか。また、道路際の樹木
の伐採に関して、森林行政の面から対策を講じる
ことはできないか。

�  土木部長　樹木には、落石発生源を抑える効
果、落石が移動し始めたとき抑制する効果、衝突
により落下エネルギーを減少させる効果がある。
森林局長　森林の公益的機能の一つに災害防止が
あり、伐採に際しての必要最小限の配慮を指導し
ていきたいと考えている。

�  森林のゾーニングの設定に当たってどう理解
を求め、進めていくのか。

�  森林局長　１３年度はすべての市町村でゾー
ニング作業を進めていくが、まず、地域での意見
交換の場を設け、森林所有者や地域住民の理解と
協力を得ながら進めていきたいと考えている。

問

答

問

答

問

答

遍路道の世界遺
産への登録をめ
ざせ

山本　広明
（自由民主党）

�  県がインターネットの中に、県内製造業を集
合させた、企業のホームページを登録して、紹介
していくインターネット工業団地を立ち上げては
どうか。

�  商工労働部長　県内でも企業が参加して、昨
年７月から産業振興センターを中心に検討を始め
ているので、どこがどういった方法で立ち上げて
いくかなどについて、関係機関と協議し検討を進
めたいと考えている。

�  商品計画機構の、収益を上げることに対する
認識の甘さへの反省について聞く。

�  知事　反省点は、地場産品を掘り出し、売り
出していくという原点に立ち返ること、そして、
県庁の中で商品計画機構を支え連携をしていく
チーム作りだと思っている。

�  許認可申請等に対する疑問や質問及びそれに
対する答を県民が共有できるシステムをホーム
ページなどを活用して作ることはできないか。

�  総務部長　県民からの質問や回答をデータ
ベース化して庁内で共有する、県民の声マネージ
メントシステムを現在開発中である。これを来年
度から運用のために試行していく予定であり、今
後その運用状況を見ながら公開について、研究し
ていきたいと考えている。

問

答

問

答

問

答

インターネット
工業団地を立ち
上げては

森　雅宣
（自由民主党）

�  政府は公共工事コスト縮減対策に関する新行
動指針を策定し、本県でも計画づくりに着手して
いると聞くが、どのように取り組んでいるのか。

�  土木部長　この新行動計画は従来のコスト縮
減に加え、工事の時間やライフサイクル等総合的
なコスト縮減を目指もので、国の目標年次は平成
２０年とされているが、県では１５年までの３年間
を所期の目標とし、その効果を踏まえて次期の計
画を策定する予定である。

�  「土佐の道づくり十カ年戦略」は今年度が最終
年度であるが、その計画達成はどうか。今後の道
路整備計画はどのように考えているのか。

�  土木部長　当初の戦略に見込まれていなかっ
た路線の整備もあり、達成率は全体で５５.８％であ
る。また、平成１０年度に今後２０年間の道路整備
計画である「道中八策」を策定し、八つの基本方
針と八つの整備の進め方を示している。

�  イノシシの被害は深刻であり、ある県では、被害
対策の研究会がＪＡと林業事務所等の主催で開催さ
れ、防除対策の普及に務めていると聞くが、このよう
な研究会の開催や普及をどう考えているのか。

�  森林局長　鳥獣被害対策は、地域が一体となっ
て取り組むことが有効と考えており、市町村が被害対
策協議会を設置して、地域の実情にあった対策を検
討するよう働きかけ、支援も行っている。

問

答

問

答

問

答

公共工事コスト
縮減計画への取
り組みについて

第１日：３月 １２日
質問者  �山本　広明
 
（質問順）  ��岡崎　俊一

米田　　稔
川添　義明
森　　雅宣

川添　義明
（県民クラブ）

�  知事はこの十年間、職員の意識改革、古いし
がらみの解消をいってきたが、どういうように組
織の状況を認識しているのか聞く。

�  知事　まだまだ不十分な点はあるが、意識改
革は少しずつ、確実に進んでいると思う。行政経
営品質向上システムや新しい研修制度等により、
組織、システムとして意識改革を進めていきたい。

�  長い間四国銀行を指定金融機関としている中
で県の元幹部の念書により金融機関が融資をした
という事実は、県との癒着が見えてくる。指定金
融機関の在り方をもう一度根本的に考えて、変更
も含めて検討する用意があるかどうか聞く。

�  総務部長　指定金融機関の指定には、資金調
達や財務運用など、その金融機関が適当かどうか
の検討が必要である。変更には、新たなシステム
の構築や人的配備等コスト問題もあり、慎重に検
討する必要があると考える。

�  ダイオキシン問題で、二つの部がそれぞれ対応
することは、行政としてまずいのではないか。県行政の
組織のありかたとしてどのように考えているのか聞く。

�  副知事　それぞれの施設で管理者が違うので
それぞれが対応してきたが、第一義的には文化環
境部が対応する必要がある。住民の安全面、健康
等が今回も問題として提起された。このことを、
検証しながら組織体制等を検討していきたい。

問

答

問

答

問

答

意識改革へ全力
投球

　高知県議会議員の定数、選挙区及び選
挙区別議員定数について調査検討するた
め、議員定数問題等調査特別委員会が設
置されました。
　4 月 6 日に開かれた初めての委員会で
は、正副委員長の互選、今後の委員会活
動の日程などについて協議を行いました。
平成 13 年 3 月 23 日設置

委員会のようす
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雨森　広志
（自由民主党）

�  溶液栽培システム整備促進事業については、
出来る限り多くの農家の方が利用出来る制度にし
てもらいたい。補助対象者や事業運営の仕組み等
について聞く。

�  農林水産部長　補助対象は認定農業者等で、
すべての養液栽培システムの方式を対象とし、補
助率は１００分の１５である。市町村・ＪＡ・普及セ
ンターなどで組織する経営改善支援センターにお
いて支援・指導等を行い、お互いに連携すること
により事業の円滑な推進に努めていきたい。

�  園芸農家栽培実証事業は、全国に誇れるもの
で、大きな成果があがるものと確信している。事
業の具体的な進め方や、今後の展開について聞く。

�  農林水産部長　事業の推進は、地域の基幹品
目を重点的に担当する普及員を配置し、実証成果
を迅速に普及するため、品目別研究会や技術向上
シンポジウムを開催する。今後の展開方向は、実
証成果を農家だけでなく、流通関係者まで情報の
共有化を行い、出荷団体やＪＡと連携を図りながら、
消費者ニーズに対応した品質向上につなげたい。

�  基幹品目生産奨励事業の対象を９品目に限定
した理由と補助金交付の具体的内容を聞く。

�  農林水産部長　基幹十一品目の中から、価格
安定対策事業の対象でない九品目とした。品質の
向上を図る意味から、園芸連の規格で、Ａ品は価
格差補給金の１０％、その他は５％を交付したい。

問

答

問

答

問

答

農業関係の事業
予算について聞
く

公文　豪
（日本共産党）

�  男女平等基本条例の制定は、各方面に非常に
大きなインパクトを与え、その意義は大きいと思
うが、条例制定の見通しについて知事の考えを聞
く。

�  知事　条例の制定には決して消極的ではない
し、この条例は県民参加方で進めていくテーマで
はないかと考えている。女性の方々の運動の盛り
上がりを待ちたいと思っている。

�  やみ融資問題を契機にして、同和行政の見直
しが行われるようになった。同和研修の肥大化が、
異様な県行政の体質を作り上げる一因になってき
たと思うがどうか。

�  総務部長　これまで人権問題では同和問題を
中心に研修してきた。現在、研修の方法を見直し
ており、各職場において一定人権問題を実施する
ような方向で考えている。

�  今後ジェンダーフリー教育を進めるための教
職員の養成、研修にどう取り組むのか聞く。

�  教育長　国の男女平等教育セミナーなどには、
県教委から職員を参加させており、今後もリー
ダー的な職員の養成に力を入れていきたい。また、
県教委職員の男女平等に対する認識を高めるため
にはベストを尽くしたいと思う。

問

答

問

答

問

答

男女平等基本条
例の制定を

佐竹　紀夫
（清流会・公明）

�  庁内各部局の連携を軸とした中山間対策本部
の強化拡充について、１３年度からどのようなしっ
かりした組織体制で取り組んでいくのか。

�  副知事　中山間対策を実効あるものにしていく
には、関係部局の連携が必要であり、各部局が参画
した、実効ある議論のできる組織体制を作って取り組
む。また、個別の課題やテーマによっては、プロジェク
トチームを立ち上げ対応したいと考えている。

�  県民消費動向調査では、中山間地域の消費者
の生活基盤にもかかわる深刻な地域間格差の進行
を突きつけている。今後に向けた取り組みの決意
を聞く。

�  各地域の商工会や市町村トップとの意見交換
を通じ、県も積極的に参加し、施策のメニューや
成功事例の情報を提供しながら、提案事業をサ
ポートしていく。

�  本県農業の要である園芸野菜も消費不況によ
る安値や輸入増加などで危機的な状況であるが、そ
の巻き返し、再生の有効な戦略としてどのような施
策を構築し、対応していくのか聞く。

�  農林水産部長　園芸の立て直しのため、戦略
会議を設置し、この会議で高知県園芸の課題や今後
の推進役、柱となる基幹十一品目の決定や具体的な
役割分担の決定を行っているので、これに基づく進
行管理に一層務めていく。

問

答

問

答

問

答

中山間対策本部
の強化拡充を

西森　潮三
（自由民主党）

�  県では、県民に対するかかりつけ薬局の推進
に向けてどのように取り組んでいくのか。

�  健康福祉部長　医薬分業を推進するには、県
民に重複投薬防止のチェック機能等を有する、か
かりつけ薬局の役割を知ってもらう必要がある。
そのため県では、ホームページや広報紙への搭載、
また報道機関や市町村に対する広報を行ってきた。
今後はさらに老人クラブ等に加え主婦層などにも
対象をひろげ、啓発活動を行っていきたい。

�  県立女子大学は大学内部で自己点検、自己評
価が行われているのか。

�  総務部長　大学は自主運営であり分析しづら
い部分もあるが、基本的には十分行われているか
という点には疑問を持っている。競争が働きにく
い中で、今の状況が生まれていると考えている。

�  医師会費の公費負担について、出し方を考え
るということだが、今後も病院事業で出すという
ことか、それは間違いではないか、考えを聞く。

�  知事　県立病院が地域の医療機関と連携を
図っていくことは必要な視点ではないかと思う。
県立病院の医師を医師会の会員にすることにより、
医師会が運営している休日診療や小児救急等の輪
番の応援なども行っている。公費からの支援の見
直しは、やり方だけでなく公費負担をやめるとい
うことも選択肢として当然考えている。今後とも
医師会との連携については協議していく。

問

答

問

答

問

答

医薬分業、かか
りつけ薬局の推
進を

黒岩　正好
（清流会・公明）

�  県下の有害鳥獣による農林作物の被害実態の
把握と農林業者の訴えをどう受け止めているか。
また、被害の要因をどのようにとらえているのか。

�  森林局長　有害鳥獣捕獲許可申請による１１
年度の被害金額は約９億３千万円で、農林業者に
とって大きな問題となっており、被害対策は緊急
性の高い課題であると認識している。また、被害
要因は森林の手入れ不足による食物の減少、耕作
放棄地の増加、狩猟人口の減少による鳥獣の増加
等が要因であると考える。

�  鳥獣被害を軽減するための、長期的あるいは
短期的な対策の取り組み方針や施策について聞く。

�  森林局長　長期的な取り組みについては、野
生鳥獣が生息できる環境を整備し、人間との棲み
分けにより野生鳥獣との共生を図っていく。短期
的には、被害防除の徹底、効率的な駆除の促進、
体制整備による被害の軽減に務めていく。

�  高知県融資制度検討会が組織され、高度化資
金制度を中心に検討し、報告書としてまとめられ
たが、知事はどのように受け止めているのか。

�  知事　県庁内の情報の共有の仕方、意思決定
のありかたに問題があったという指摘と県単独の
直貸し制度は創設をさけるべきだと明記されてい
る。今後は報告書の主旨に沿って、県議会の意見
も踏まえ、制度の見直しに取り組んでいきたい。

問

答

問

答

問

答

有害鳥獣による
被害対策は

田村　輝雄
（県民クラブ）

�  全国障害者スポーツ大会（よさこいピック）
について、全国から参加される選手団の規模と本
県選手の育成強化についてきく。

�  健康福祉部長　出来るだけ多くの選手の参加
を基本に検討してきた結果、最大５,５００人規模の受
け入れが可能である。また、選手強化は障害者ス
ポーツセンターを中心に、障害者施設や盲・聾・
養学校などが一体となり取り組んでいる。

�  この大会は、障害者スポーツの振興と国民、
県民に、障害への理解を深めるという大きな目的
がある。そこで県民の参加、協力について多くの
機会を設けるべきと考えるがどうか。

�  健康福祉部長　県民には、ボランティアとし
ての参加や選手との交流等、様々な場面で協力を
お願いしたい。また、すべての人がともに生きる
すばらしさを共感しあえる大会を目指している。

�  社会福祉法等の改正により、公的責任のある
措置制度から市場原理を導入した支援費制度へ
１５年４月から変更されるが、その制度の周知と重
度の障害者が施設から避けられることはないか。

�  健康福祉部長　支援費制度では、障害者から
求めがあれば、市町村がサービスの利用について
斡旋・調整、事業者等に要請をおこなう。一方、
施設は協力義務があり、正当な理由がなければ、
利用申し込みは拒否してはならないと規定されて
いる。県も制度の趣旨を踏まえ周知に取り組む。

問

答

問

答

問

答

全国障害者ス
ポーツ大会につ
いて聞く

　２月定例会中の３月１２日、１３日に
予算委員会の質疑が１１人の委員に
より行われました。
　予算委員会は、県の当初予算とそ
の関連事項などについて総合的に審
査するために、平成８年から、２月
定例会、９月定例会中に開催されて
います。

第２日：３月 １３日
質問者  �佐竹　紀夫
 
（質問順）  ��公文　　豪

雨森　広志
田村　輝雄
黒岩　正好
西森　潮三
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こうち県議会だより

＊この広報紙は再生紙を使用しています。

平成１３年（２００１年）　５月２７日（日）

６月 ２５ 日（月）開　　会
　　２８日（木）質疑並びに一般質問
　　２９日（金）　　 〃
７ 月２日（月）常任委員会
　　３日（火）　　 〃
　　４日（水）　　 〃
　　５日（木）閉　　会

＊予定ですので、変更になる場合があります。
　 傍聴の際には、議会事務局議事課（TEL
　 ０８８-８２３-９５３４)で日程を御確認ください。

あなたの声を県政に！

　請願・陳情は、県民のみなさんの要望や
意見を県政に反映させるための大切な制
度です。
　議員の紹介によって提出されたものを請
願、紹介がないものを陳情と区別しています。
　請願（陳情）を行う場合は、右の様式に
基づいて請願（陳情）書を作成し、県議会
議長あてに１部提出してください。
　受理した請願書は、所管の委員会及び
本会議で審議され、採択されれば知事等に
請願を送付し、措置状況の結果を求めます。
　また、陳情は、受理した場合、趣旨をまと
めたものを本会議場で全議員に配付します。
　なお、請願の場合は、審査の結果を提
出者へお伝えしています。

請願（陳情）書

年　月　日

高知県議会議長
　　○○　○○様

請願（陳情）者　住　所
　　　　　　　　氏　名　　印
紹　介　議　員　氏　名　　印

　○○○○○○○○○について

請願（陳情）の趣旨及び理由

請願（陳情）の項目

総務委員会
３/１４～１６、１９、２１、２２（２月定例会中）
　付託された２２件の議案を審査し、全て原案
どおり可決。請願４件を審査し、１件を継続審
査、３件を不採択とする。意見書案７件を審査。
４/６
組織委員会を開き、正副委員長を選出。
４/１８～２０
本庁各部局、各課室の業務概要を聴取。

決算特別委員会は、１月から２月にかけて、付託された一般会計、特別会計の決算審査を行い、
報告書をとりまとめました。
２月定例会の本会議（２月２６日）において西森潮三委員長は、審査結果の報告を行いました。

平成 １１ 年度
高知県歳入歳出決算審査報告書 （抜粋）

常任委員会
の動き
（2 月 ～ 4 月）

常任委員会
の動き

お
知
ら
せ

文化厚生委員会
３/１４～１６、１９、２１、２２（２月定例会中）
　付託された１７件の議案を審査し、全て原案
どおり可決。請願１件を審査し、採択とする。
意見書案６件を審査。
４/６
組織委員会を開き、正副委員長を選出。
４/１８～２０
本庁各部局、各課室の業務概要を聴取。

産業経済委員会
３/１４～１６、１９、２１、２２（２月定例会中）
　付託された１９件の議案を審査し、全て原案
どおり可決。意見書案５件を審査。
４/６
組織委員会を開き、正副委員長を選出。
４/１８～２０
本庁各部局、各課室の業務概要を聴取。

企画建設委員会
３/１４～１６、１９、２１、２２（２月定例会中）
　付託された２９件の議案を審査し、全て原案
どおり可決。
４/６
組織委員会を開き、正副委員長を選出。
４/１８～２０
本庁各部局、各課室の業務概要を聴取。

一般会計決算　　不認定
各特別会計決算　　認　定

　
　当委員会は、執行部から提出された決算資
料及び監査委員の決算審査意見書に基づい
て、予算及び事業の適正かつ効率的執行並
びに事業の成果に主眼を置くとともに、前年度
の決算特別委員会の意見に対する措置状況
についても重点を置き、慎重に審査した。

　
　（　省　略　）

　
　当年度の決算全般については、財政状況の
厳しい中、財政運営の健全化や質的転換に向
けた予算執行への取り組みは一定認められる。
　しかしながら、一般会計歳入歳出決算におい
ては、収入未済額が前年度に比べ１２億７,９００
万余円増加している。その主たる要因は、特定
の協業組合に対し平成８年度から継続的に単
年度貸付けを行い、最終的に約１２億円にもの
ぼる県単独融資制度貸付金が収入未済となっ
たためである。この貸付金は、担保設定について
も順位がほとんど２番抵当権以下であるなど、
債権回収も厳しい状況にあり、県財政に大きな
影響を与えている。
　平成１２年２月定例会で問題となった特定の
協業組合に対する融資は、県議会への説明や
県民への制度の公表も行われていない単年度
融資であり、同定例会において、このいわゆる「や
み融資」の真相究明のため地方自治法第１００
条第１項の調査権を付与した特定の協業組合
に対する融資問題等調査特別委員会が設置
されるとともに、この融資に係る１２年度予算を無
条件で凍結することが決議された。
　同調査特別委員会では現在まで約１年をか
けて証人尋問等を行い、真相究明に向けた調
査が進められている。その結果、特定の企業へ
の融資を図ろうとする特異な融資行政の実態
が明らかになりつつある。さらに、融資は実行され
なかったものの、別件の特定企業に対する県単
やみ融資問題や制度融資に絡む詐欺事件が
新たに発覚するなど、今回の商工金融行政の
問題が県民に与えた不信感は大きく、行政に対
する県民の信頼を損なったことは重大であり、極
めて遺憾である。
　また、県が小規模事業指導費補助金につい
て、事業の実施主体である商工団体から地域
改善対策対象地域の経営改善普及事業の一
部を受託している２団体に対し、事業の執行状
況を調査したところ、補助対象と認めがたい不
適切な経費の支出があり、平成１１年度から過
去５年間にさかのぼり補助金を返還させる事態

が生じるなど、事業運営のずさんな実態が明らか
となった。
　ついては、二度とこのような事態を起こさないよ
う融資制度の抜本的な見直しや、責任体制の
確立及び職員の意識改革を行うとともに、事件
の背景となった同和行政の根本的見直しを行う
など、行政の主体性の確保を図り、県行政に対
する信頼回復に全力を尽くすよう強く求める。
　以上の理由により、一般会計決算については
全会一致をもって、認定しないものと決した。
　また、特別会計においては各会計における予
算の執行は、おおむね適正かつ効率的に行われ
ており、その成果が認められるので、各特別会計
決算については全会一致をもって、それぞれ認
定すべきものと決した。
　なお、今後の行政運営上検討又は改善すべ
き事項として次の意見を付すので、各種施策の
執行に当たっては十分留意するよう求める。

　（１）行財政運営について
　当年度は、財政全般を取り巻く厳しい環境の
中で、前年度に着手した財政構造改革のもとに、
義務的な経費も含めたすべての経費の徹底し
た見直し、県債発行の抑制、収入の確保対策
などさまざまな施策に努めているところである。
　しかしながら、一般会計で当年度末県債残
高は、前年度に比べ３３３億余円増加し、７,１３２
億余円と巨額なものとなっている。このままでは財
政調整のための基金も平成１５年度にはほとん
ど底をつくことも予想され、さらには、平成１９年度
以降の大幅な退職者増へも対応が迫られてお
り、極めて厳しい財政状況となっている。
　このような危機的とも言える財政状況を改善
していくためには、これまで以上に予算の効率的
な執行を行い歳出の抑制策を講ずる必要があ
るが、一方では過疎・中山間対策、少子・高齢
化社会への対応、環境問題、情報技術（ＩＴ）革
命の推進、社会資本の整備など、引き続き取り
組まなければならない重要課題が山積している。
また、目前に迫ったよさこい高知国体への対応
も急務となっている。
　ついては、収支構造の不均衡の是正、事業
の選別の徹底と質の向上、起債依存率の抑制
に取り組むため、債権の適切な管理、各種未収
金の徴収強化や遊休財産の処分を行うなど、
自主財源の確保は言うまでもなく、新たな財源
創設の研究、官民役割分担や応益・応能の負
担区分、アウトソーシングやＰＦＩ等の手法の導入
など、県民の理解と協力を得ながら第二次財政
構造改革を推進するとともに、県民が安心して
暮らすことの出来る豊かで活力に満ち開かれた
県づくりに向け、なお一層努力するよう望む。
　さらに各種貸付金制度の運用に際しては、十
分な要件審査をすることはもとより、政策判断の
根拠や責任の所在等を明確にし、公正かつ透
明性を確保するよう強く求める。

　（２）教育について
　国際化や情報化、少子・高齢化、さらには科
学技術の進展など、経済構造や社会の変化に
より、子どもたちを取り巻く環境は、将来を見通す
ことが一段と困難となっており、学校現場や家
庭では、不登校、いじめ、暴力行為、親による児
童・幼児の虐待など極めて憂慮すべき状況と
なっている。
　こうした状況の中で、土佐の教育改革の質的

な向上を図り、開かれた学校づくりの推進など学
校・家庭・地域の連携による教育、習熟度に応
じた指導方法の工夫や改善など子どもたちの基
礎学力の定着と学力の向上、また各種研修に
よる教員の資質・指導力の向上、さらに障害児
教育や心の教育など、各地域や学校及び家庭
でさまざまな取り組みが進められ、一定の成果は
認められる。
　しかしながら、少子化が進む中で生徒減少に
伴う学校・学科の配置問題、中高一貫教育の
着実な推進、新しい人事管理のあり方、平成１４
年度から実施される新学習指導要領への対応
等も求められている一方で、教員研修のあり方、
教育改革に取り組む学校や地域間の格差、主
体的に取り組むべき立場にある教員の意識改
革や資質の向上、生徒の問題行動等への対
応などに不十分な面が見られる。
　ついては、今後においても土佐の教育改革を
軸とし、教員の意識改革の徹底はもとより資質・
指導力の向上、学校・家庭・地域がより緊密に
連携・協力した地域全体の教育力の向上、また
障害児教育の充実、命や人権を大切にする心
の教育など豊かな心をはぐくむ教育の充実、情
報機器の整備やそれを活用した教育の充実、さ
らには確かな学力を備えた人材の育成になお一
層努めるよう要望する。

　（３）介護保険の取り組みについて
　平成１２年４月施行の介護保険制度の円滑
な導入に向けての取り組みは、全国に先行して
過疎化、少子・高齢化が進行している本県に
とって、県政上の諸施策を推進していくうえでの
緊急かつ重要な課題とされてきた。
　この制度において、直接住民に関わる医療・
福祉サービスの窓口は市町村であるが、在宅介
護の中心的役割を担うホームヘルパーが不足
していたため、県はそれを支援・指導する立場とし
てその養成を急いできた。そのため的確な養成の
実が上がっているのかという疑問の声が聞かれ
るなど、人材の確保はもとより、質の向上が強く
求められている。
　これまでの保健・医療・福祉の取り組みに加
え、今後ますます多様化する県民のニーズに対
し、一体的、総合的なサービスを提供するため、
県、市町村、関係機関が協力・連携を深め、な
お一層各種施策の充実を図っていく必要がある。
　また、保険料・利用料の負担が深刻となって
いる低所得者に対する減免措置に係る補填制
度の創設などについても、共通の意識を持つ他
の県とも連携し、国に対し積極的な要望等を行
うよう要請する。
　さらに、施設と在宅の調和がとれた介護サー
ビス基盤の整備を促進するとともに、地域の実
情にあった取り組み、低所得者層への配慮など、
公平・公正な制度運営の確保に今後とも全力
で取り組むよう求める。

　（４）農林水産業の振興について
　本県の基幹産業である農林水産業の振興は、
県勢発展の重要課題であり、生産基盤の整備
促進、流通販売対策、中山間対策、後継者対
策等諸 の々施策が推進されてきたところである。
　しかしながら、本県農林水産業を取り巻く環
境は、長引く景気の低迷による需要の減退、消
費者ニーズや流通の変化の多様化に加え、輸
入品の増加、引き続き進行する過疎化・高齢

化による担い手不足が顕著になるなど、依然とし
て厳しい状況が続いている。
　農業においては、農産物の産地間競争の激
化、輸入品の増加に伴う生産物価格の下落、
また、林業においては、木材価格の低迷による
採算性の悪化、管理者不在による山の荒廃、
そして、水産業では漁獲量の減少と魚価の低迷
など、一段とその厳しさを増している。
　ついては、国際化や情報化の進展などの環
境の変化にも対応しうる足腰の強い農林水産
業の振興のため、各種研究機関による新たな研
究開発や技術力の向上、関係団体への指導・
援助の充実、生産構造の転換とそれらを支える
人づくり等に取り組み、生産力及び競争力の強
化を図る必要がある。
　また、施設園芸の振興、環境保全型農業の
推進、県産材利用の促進、栽培漁業の推進に
加え、海洋深層水をはじめとする地域資源を生
かした新産業の創出、中山間における地域の人
的・物的資源を活用した集落の活性化など、総
合的な施策の展開による農林水産業の振興に
なお一層の努力を望む。
　　　　
　（５）商工業・観光の振興について
　本県商工業を取り巻く環境は、厳しい経済情
勢の中で、雇用情勢の悪化や設備投資の停
滞、所得の低迷による個人消費の伸び悩みな
どにより、依然として消費動向の不透明さが続く
とともに、過疎化・高齢化による後継者不足や
規制緩和の影響による中小小売店の衰退、県
外資本による大規模商業施設の出店など、一
段とその厳しさを増している。
　商工業の振興は、県勢発展の重要課題であ
り、産業経済基盤の整備促進、流通対策、企
業誘致対策、後継者対策等諸 の々施策が推
進されてきたところである。
　しかしながら、そうした中で本県の推進してきた
施策の中には、十分な成果をあげきれないもの
や手法に改善の必要なものもでてきた。費用対
効果や県民ニーズとのバランスを考え、その存
廃も視野に入れた成果の見える事業への取り
組みが求められる。
　２１世紀を迎えＩＴ革命などの情報化、グローバ
ル化などが急速に進展する中で、新たな時代認
識に立ち足腰の強い企業を育成するために、
産・学・官の連携による技術力の向上や民間
への技術移転、起業家支援等、今日的な経営
課題に対応するための支援や事業の選別化に
より、競争力の強化を図る必要がある。
　ついては、各種関係団体に対する指導の徹底
と体質改善、商店街の振興対策の充実、高速
道路、高知新港や高知空港などを活用した企業
誘致の促進、海洋深層水をはじめとする地域資
源を生かした新産業の創出に務めるよう求める。
　さらに、経済波及効果の大きい観光について
は、平成９年をピークに、県外からの入り込み客
数は停滞傾向にあり、その振興に向けたニーズ
調査や、自然環境を生かしたテーマ観光、観光
関連団体との連携によるコンベンションの誘致
活動等を積極的に行うなどの取り組みが急がれ
る。また、今後においては、既存の陸海空の運行
路線について、その存続支援にも留意されたい。
　以上、本県の持つ潜在力を十分に発揮でき
るよう、組織体系の見直しも含め効果的な施策
の展開による商工業及び観光の振興になお一
層の努力を望む。

３　審 査 の 結 果

２　決 算 の 内 容

１　審 査 の 経 過

本会議で審査結果を報告する西森委員長


